
（ ）
年 月 日

実施
内容

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

〇事業スケジュール

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13～

・新たな複合施設の整備パターンを一棟建てとし、事業手法に民間活力を導入することについて
・民間活力導入を前提とした事業スケジュールの見直しについて

庁議で決定
したいこと及び

想定（希望）
している結論

審議結果
（政策課記入）

○原案のとおり承認する。

事業効果
総合計画との関連

事業効果
　津久井総合事務所周辺の公共施設を含めた公共施設の再編・再整備を行うことで、津久井地区における地域拠点
を創出し、持続可能なまちづくりの実現に寄与する。

効果測定指標 施策番号 46

R７ R８ R９

事業効果
年度目標

（様式１）

事 案 調 書 決 定 会 議
審議日 令和７ 4 10

年度

案 件 名 津久井総合事務所周辺公共施設再整備事業について

所　　　管 緑
局
区

部
区政策、津久井まちづく

りセンター 課 担当者 内線

事案概要

公共施設マネジメント推進プラン等に基づく先導的な取組として、老朽化する津久井総合事務所周辺の公共施設の再整備を行うに当たって、基本方針、
基本構想に定める考え方や民間活力導入可能性調査の結果等を踏まえ、再整備後の施設の整備パターン、事業手法、事業スケジュール等について諮る
もの

審議事項

【

★

○「調整会議」、

○

○

○

○事業効果

○効果測定指標

○施策番号

○事業効果年度目

○事業スケ庁内調整

基本計画の検討・策定

設計

PPP／PFI

事業者選定アドバイザリー業務

委託

部会、

パブ

コメ

大規模事

業評価

仮設設計・整備

施設

整備

既存施設解体

測量・地質

調査等
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庁内連絡調整会議構成課（政策課、経営監理課、DX推進課、人事・給与課、財政課、公共建築課、
危機管理課、区政推進課、健康福祉総務室、地域包括ケア推進課、津久井高齢・障害者相談課,
医療政策課、こども・若者政策課、地域経済政策課、都市建設総務室、生涯学習課、

決定会議（R7.2.28） 津久井総合事務所周辺公共施設再整備事業について

備　　考

農業委員会事務局）

外部検討会議 有識者、地域団体等から選出された委員による検討等(令和6年度 5回)

調整会議(R7.1.22) 津久井総合事務所周辺公共施設再整備事業について

決定会議（R7.2.7） 津久井総合事務所周辺公共施設再整備事業について

事前調整、検討経過等

調整部局名等 調整内容・結果

担当者ワーキング 諸室イメージ、整備パターン、導入機能の配置検討、配置イメージ案等（R5年度 6回、R6年度 2回）

庁内連絡調整会議 諸室イメージ、整備パターン、導入機能の配置検討等（令和5年度 2回、令和6年度 4回）

報道への情報提供 資料提供

パブリックコメント あり 時期 令和8年1月 議会への情報提供 部会 令和7年12月

日程等
調整事項

条例等の調整 なし 議会提案時期

〇 〇 〇

局内で捻出する人工概要

SDGs
関連ゴールに○

必要な人工 C=A-B 0 1 1 1 1 1 1

局内で捻出する人工※ B

R1１ R１２ R1３

実施に係る人工 A 0 1 1 1 1

項目 R７ R８ R９ R１０

1 1

捻出する財源概要

税源涵養
（事業の税収効果）

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入） （人工）

120,268 365,511 722,683

元利償還金（交付税措置分を除く）

一般財源拠出見込額 2,873 42,379 13,884 395,793

捻出する財源※２

うち任意分

一般財源 2,873 42,379 13,884 395,793 120,268

その他

365,511 722,683

特
財

地方債 640,000 897,000 1,791,000

国、県支出金

うち任意分

事業費（総務費） 2,873 42,379 13,884 395,793 760,268 1,262,511 2,513,683

〇事業経費・財源 （千円）

項目 補助率/充当率 R7 R8 R９ R10 R１１ R1２ R1３

○事業経費・財

○必要人工
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（庁議結果）

庁議におけるこれまでの議論

（開催日） R7.1.22 （庁議種類） 調整会議

原案のとおり上部会議に付議する。ただし、庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。

【事業スケジュールについて】
○（政策課長）基本計画の策定が伸びたことで半年程度スケジュールがずれたことは理解するが、更に３年スケジュールが伸びた
理由は何か。
→（緑区役所区政策課担当課長）基本構想では、基本方針策定時に設定した設計から供用開始まで５年間というスケジュールを
採用していたが、基本構想策定後に改めて民間事業者等に確認した結果、無理のあるスケジュールだと判明したため、見直しを
行った。
○（財政課長）スケジュールが伸びた理由については、誰もが納得できるような説明をしていただきたい。

【事業実施手法について】
○（総務法制課長）ＰＦＩ手法とＤＢＯ手法の明確な違いは責任の所在にあると考える。今回ＰＦＩ手法を選ぶ理由は、最後まで責任
を持って事業者に参画してもらうためなど、そういった説明がよいのではないか。
○（財政課長）ＰＦＩ手法を選択する理由についてだが、昨今の状況では、ＰＦＩ手法とＤＢＯ手法を比較した場合、今回のようなＶＦ
Ｍが出てくることが多い。そういった状況下でＰＦＩ手法を選ぼうとしている本事案は、先行事例となり、今後の指標となるため、
しっかり理由を整理していただきたい。
〇（経営監理課長）ＰＦＩ手法を選択する理由を追加で示す場合、どのようなものが考えられるのか。
→（アセットマネジメント推進課長）一般的な比較項目は網羅できていると思われるが、他市事例も調べるなど、引き続き検討し
ていく。今後はやり方を工夫しつつ、○×表でわかりやすく整理するなど、表現を検討したい。
○（経営監理課長）ＰＦＩ手法に関する最近の動向は把握しているか。
→（アセットマネジメント推進課長）金利が上がっているためＶＦＭが出にくくなる傾向にある。また、働き方改革等で、民間も厳し
い状況にあると聞いている。
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（庁議結果）

（開催日） R7.2.7 （庁議種類） 決定会議

庁議におけるこれまでの議論

継続審議とする。

【スケジュールについて】
○（総務局長）スケジュールが３年程度遅れるとのことだが、変更前のスケジュールは。
→（緑区役所区政策課長）基本計画を令和６年度中に策定し、令和７年度から令和１１年度の５年間で設計・工事を行う予定だった
が、基本計画の策定が半年程遅れている。
→（総務局長）スケジュールの変更後でも工期の長さは変わらないのか。
→（緑区役所区政策課長）変更前のスケジュールは従来手法での事業実施を想定していた。民間活力導入検討に伴い、工期の部
分は変わらない想定だが、アドバイザリー業務委託等を行うことになったため、スケジュールが延びる。
→（総務局長）基本計画の策定に係る半年程度の遅延と、民間活力導入検討に伴う諸手続きにより、３年程度スケジュールが遅れ
るということか。
→（緑区役所区政策課長）慢性的な人員不足や資材調達の遅れ等の他の要因もあるが、そのとおりである。
○（総務局長）スケジュールの変更についてはどのように地域に説明していく予定か。
→（緑区役所区政策課長）今月中に外部検討委員会があるため、現段階での基本計画案を共有するとともにスケジュールの変更
について説明する。再編対象となる施設には公民館等も入っているので、一般の方が集まるイベントでも説明をしたい。
○（市長公室長）人手不足が理由でスケジュールが遅延するというのはどういうことか。
→（緑区役所区政策課長）今年度実施した事業者からのヒアリングにより、当初よりも時間を要することが分かった。本来なら、基
本構想の策定時にスケジュールの見直しをしておく必要があった。
→（市長公室長）事業者は慢性的な人手不足にある。他の案件はスケジュールどおり進められているのに、本件のスケジュールだ
けが後ろにずれるのは整合が取れない。
→（緑区役所区政策課担当課長）津久井総合事務所は一部イエローゾーンがかかっているため、万が一に備え、レッドゾーンと同
等の対策を実施するための調整や、総合事務所前の市道の付け替えに関する協議に時間を要した。
→（財政局長）令和６年度予算を令和７年度に繰り越すことについてはそれで説明がつくが、そのあとの３年間のスケジュール遅
延の理由にはならない。人手不足は全市的にも共通する状況であるのだから、本件だけが遅れる理由にはならない。
→（総務局長）基本計画の策定が半年程度遅れたのは県との調整によるもので、今後の３年間の遅れは、当初は予定していな
かった民間活力導入検討を行うことになり、必要な行程が増えたため、結果としてスケジュールが延びるという話ではないの
か。
→（緑区役所区政策課長）最近では、従来手法でも民間活力導入手法でも、時間的な差は出にくくなっていると聞いている。そう
いった時流の変化を見込んで見直しをしなければならなかったが、見込みが甘く、考慮できていなかった。
○（総務局長）適切な助言のためにも、原因や課題をきちんと整理した方がよい。
→（緑区役所区政策課長）本来であれば、基本計画策定業務委託の予算を計上するタイミングでスケジュールの見直しを行うべ
きだったが、本件については、当初の想定スケジュールどおりに事業を実施するために、当初予算ではなく補正予算を計上し、ス
ケジュールの見直しは行わない整理としたものである。

【事業について】
○（総務局長）当該施設は土砂災害警戒区域に入っているため、可能な限り対策等について検討していただきたい。
○（財政局長）相模湖や藤野の総合事務所はこういう形で整理するから、その結果、津久井総合事務所にはこういう機能を持た
せる必要があるといったような、津久井地域全体を見ながらの機能の整理や議論はしてきたのか。
→（緑区役所区政策課長）津久井地域全体を見据えた機能の整理や議論はしていない。相模湖と藤野の総合事務所の在り方は別
途検討を行っている。
→（財政局長）もっと広い範囲や広い視点での議論をしないと、行政機能の位置づけが整理できず、津久井総合事務所の機能の
検討もできないのではないか。
→（緑区役所区政策課長）それぞれの総合事務所はまちづくりの重要な拠点として位置付けられているため、一足飛びで統合と
いう方向に舵を切ることはできない。
→（財政局長）今後、人口が激増するような地域や時代ではないので、津久井地域の３つの総合事務所の在り方検討は、それぞれ
を単体で行うのではなく、一括して考える必要があるのではないか。
○（財政局長）説明資料６ページに掲載のある概算コストの積算方法については、資料上どこを見ればよいのか。積上げの根拠が
ないと議論にならない。
→（緑区役所区政策課担当課長）参考資料の２ページに想定される機能の一覧があり、これらを積み上げた現状の想定面積に、
長寿命化施設整備に係る単価を掛け合わせた後、物価高騰の影響等を踏まえて金額を算出した。
→（財政局長）機能はどの段階で決定したのか。
→（政策課長）今回の審議事項は基本構想にある３パターンのうち１棟建てのパターンを選ぶということと、スケジュールの遅延
についてである。詳細な施設の規模感や機能については、今後、基本計画の策定時に審議するものであり、今回はあくまでも参
考として想定される規模感を示しているという認識である。
→（財政局長）審議事項ではないのであれば、参考資料から削除して欲しい。
○（総務法制課長）施設の位置付けや、市民活動施設との住み分けをしっかり検討したうえで基本計画の策定を進めていただき
たい。
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（庁議結果） 継続審議とする。

庁議におけるこれまでの議論

＜＜つづき＞＞

【事業実施手法について】
○（市長公室長）アドバイザリー業務委託は必ず実施しなければならないのか。
→（緑区役所区政策課長）民間活力導入検討の際には実施が必要である。
→（市長公室長）事業者側のメリットが少ない場合、当然ながら参入事業者は出てきにくい。説明資料９ページの常設のカフェ等
は採算性の確保が困難というコメントを考慮すると、アドバイザリー業務委託を行ったものの、参入事業者がいないという結果
になるのではないか。事前のサウンディング調査の段階ですでにそういったコメントが出ているのであれば、従来手法による事
業実施の可能性についても改めて整理いただきたい。
→（緑区役所区政策課長）説明資料８ページで示しているとおり、ＰＦＩ手法やＤＢＯ手法の場合でも複数の事業者から参入意欲あ
りという回答が出ているため、現段階では、民間活力導入に向けた検討をしていきたい。
○（市長公室長）事業者側から見たこの事業のメリットはどこになるのか。
→（緑区役所区政策課長）施設整備だけでなく、その後の管理運営や賃借料の部分にメリットがあると考える事業者もいるので
はないか。
→（市長公室長）施設の維持管理だけで採算が取れるのか。
→（財政部長）そもそもの契約金額を上げるなど、施設の維持管理で採算を取るような手法を取られるのは好ましくない。カフェ
などの採算性の高い施設の常設が難しいとなると、市の庁舎の再整備に民間活力導入を検討する必要があるのか疑問である。
→（アセットマネジメント推進課長）確かに大きなメリットは出にくいが、設計から工事までを一体で取り組む場合は事業の効率
化を図ることができると考えられる。総事業費が１０億円以上となる見込みの事業については、市のPPP/PFI手法導入優先的
検討方針に基づいて民間活力導入検討を行っていただいているが、明確な理由があれば従来手法を選択することも可能であ
る。なお、アドバイザリー業務委託は引き続き民間活力導入検討を行う場合は必須だが、従来手法を選択する場合は省略でき
る。ただし本事業においては、アドバイザリー業務委託の有無によりスケジュールに大きな差は出ないと考えている。
○（市長公室長）アドバイザリー業務委託を実施しても、結果として参入事業者が出てこないのではないかと危惧している。施設
の元々の性質上、施設管理だけで採算性を取るのは難しい。改めて民間活力導入手法と従来手法の比較をしていただきたい。

（開催日） R7.2.7 （庁議種類） 決定会議
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（庁議結果）

（庁議種類） 決定会議
継続審議とする。

【事業について】
○（総務局長）土砂災害警戒区域内に合同庁舎を再編・建設予定であるということが気にかかる。イエローゾーンだからといって
災害リスクが少ないわけではないし、現状はイエローゾーンでも、今後の状況次第で指定変更が行われる可能性がある。そこにあ
えて公共施設を作る以上は相応の対策が必要である。ハザード対策に莫大な費用がかかり、建設工事費が増額している事例も
あると聞くが、どのように考えているか。
→（緑区役所区政策課長）神奈川県へ確認した所によると、１００年に１度クラスの大雨により該当地に土石流が到達した場合の
被害想定は高さ２０ｃｍ程度で、一般的な木造住宅でも家屋倒壊にはつながらない程度とのことだった。しかしながら、近年、想
定外の大規模災害が増えてきていることから、レッドゾーンでの建築行為を参考に対策を取る方向で検討を進めている。具体的
な積算等は今後進めていくが、費用はそこまで多額にはならないと考えている。
→（総務局長）想定外の大規模災害が増えているので、市民の方の不安を少しでも減らせるように様々な対応を検討してほしい。

【スケジュールについて】
○（総合政策・地方創生担当部長）資料１０ページの見直し後の従来手法を想定したスケジュールでは、令和７年度後半部分が空
白になっている。予算要求のタイミングなどもあるとは思うが、スケジュールの短縮のためにもこういった部分で何か工夫がで
きないか。
→（緑区役所区政策課長）庁内検討等もあるので実際は空白というわけではないが、極力前倒しで進めていきたい。
→（総合政策・地方創生担当部長）今回は、令和６年度中に基本計画の策定が完了せず、半年程度スケジュールが遅延しただけで
なく、様々な事情により更に３年延びてしまうことが論点となっている。スケジュールの設定にはある程度余裕を持たせている
と思うので、別途、考えうる限りでの最短スケジュールを示すことはできないか。
→（緑区役所区政策課長）理論上の最短スケジュールを示すことは可能だが、実際にそのとおり進むかは不明である。一度スケ
ジュール延長をお認めいただいた後、うまくいかなかったので再度延長するというのは説明が難しいと考えている。
○（財政担当部長）再編後の津久井総合事務所に持たせる予定の機能は資料３ページのとおりか。現在津久井総合事務所周辺に
点在している機能を集約するというのが基本的な方向なのだと思うが、あわせてより大きな視点での機能の整理や取捨選択の
必要があるのではないか。
→（アセットマネジメント推進課長）別途、藤野と相模湖の総合事務所の在り方に関する議論も始めたため、それぞれの考え方も
踏まえた形で在り方としてまとめていきたいと考えている。
→（緑区役所区政策課長）基本構想の策定経過において、今後も津久井総合事務所を維持していくという前提のもと、一定程度
機能の整理は行われているという認識である。津久井地域全体を見据えての機能の検討についても別途着手しているので、手
戻りや重複がないようにしたい。
○（財政担当部長）このタイミングで藤野総合事務所と相模湖総合事務所の在り方検討を始めたのは、そちらで整理した考え方
を津久井総合事務所の検討に反映させるためか。
→（緑区役所区政策課長）津久井総合事務所の機能整理は一旦完了しているという認識のため、別個で検討を進める。
→（財政担当部長）機能整理が終わっているという根拠はあるのか。
→（政策課長）ある程度の機能については基本構想で定めており、策定当時は不明瞭だった西メディカルセンターの扱いについ
ても今般整理がついた。
○（市長公室長）本件は継続審議としたい。現状、スケジュールの話に終始してしまっているため、市長と所管副市長に別途審議
内容について説明し、了解を得たうえで、改めて審議を行ったほうがよい。
○（財政局長）当初想定していたスケジュールの詳細をわかりやすく示してもらいたい。何をどのように積み上げた結果、こう
いったスケジュールになっていたのかを改めて示した方がよい。

庁議におけるこれまでの議論
（開催日） R7.2.28
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※

築４ ３ 年 築３ ６ 年 築５ ９ 年

救急派出所

津久井地域福祉センタ ー

中野小学校

津久井中央公民館

バス停（ 奈良井）

中野児童ク ラ ブ
津久井保健センタ ー

津久井総合事務所

津久井老人福祉センタ ー

中野中学校

津久井方面隊
第２ 分団第１ 部

津久井障害者
地域活動支援センタ ー

相模原西メ ディ カルセンタ ー
急病診療所

バス停（ 津久井合同庁舎前）

バス停

（ 仲町自治会館前）

橋本

三ケ木

中野保育園

築４ ３ 年

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

凡例





施設想定さ れる災害時機能

津久井総合事務所現地対策班

津久井中央公民館・ 津久井老人福祉センター風水害時避難場所

相模原西メ ディ カルセンター救護所

















第１回 決定会議 議事録                     （様式４） 

 

○開催日 ：令和７年４月１０日 

○開催場所：第１特別会議室 

 

○案件名：津久井総合事務所周辺公共施設再整備事業について 

○担当課：緑区役所 区政策課、津久井まちづくりセンター 

 

○出席者 ■：出席 □：欠席 (代）：代理出席 

 

（庁議構成員） 

■市長公室長 ■総務局長 ■財政局長 ■政策部長 ■シビックプライド担当部長 

■財政部長 ■中央区副区長 ■南区副区長 ■政策課長 ■総務法制課長 ■財政課長 

 

（担当課） 

■緑区副区長 ■緑区区政策課長 ■津久井まちづくりセンター所長   

 

 
 

（１）主な意見等 

〇( 市長公室長) 前回の決定会議以降の変更点や調整状況等についてご説明いただき たい。  

→( 緑区区政策課長) 前回の決定会議後、 現状について改めて所管副市長に説明を さ せていただ

き 、基本的な方向性については了承をいただいている。市長には、こ の後予定さ れている各局

区長から の事業説明において、 改めて事業の詳細やスケジュ ール、 整備手法などについて説

明を さ せていただく 。 ３ 月下旬に行われた経営監理課主導のＰ Ｐ Ｐ /Ｐ Ｆ Ｉ プラ ッ ト フ ォ ーム

において、 運営事業者や建設事業者等を 対象に改めてヒ アリ ングを し たと こ ろ 、 事業者と し

ては、 今後、 公共事業に回帰し ていく 方針ではあるが、 資材価格の高騰等に伴い、 下請け事業

者等への人材面や財政面での影響が非常に大き いと のこ と だっ た。 こ う いっ た状況下では、

見直し 後のスケジュ ールが妥当であると いう 意見も 改めていただいたこ と から 、 スケジュ ー

ルの見直し を 再度提案さ せていただき たい。  

→( 市長公室長) プラ ッ ト フ ォ ームでのヒ アリ ングの結果、 変更前のスケジュ ールでは難し いと

いう こ と が再度確認さ れた。本件については、市長や副市長に対し て、詳細について説明し て

いただき たい。  

 
 
（２）結 果 

○原案のと お り 承認する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


